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現場を大事に！一人の人を大切に！
大衆とともに、次の５０年へ！

改正電気事業法が成立
家庭向けを含めた電力小売りの完全自由化を盛り込んだ改正電気事
業法が 6 月 11 日の参議院本会議で可決・成立。
それに先立ち、5 月 16 日  衆議院経済産業委員会で安倍総理大臣
が「電気事業法等の一部を改正する法律案」 について、答弁を行い
ました。



昨
年
９
月
、
増
子
輝
彦
参
議
院
経
済
産
業

委
員
長
（
当
時
）
と
、
使
用
済
燃
料
の
処

分
に
向
け
た
取
組
が
進
め
ら
れ
て
い
る
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
の
エ
ス
ポ
岩
盤
研
究
所
と

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
オ
ン
カ
ロ(

地
下
特
性

調
査
施
設)

の
視
察
を
し
ま
し
た
。

今
年
１
月
、
使
用
済
燃
料
を
再
処
理
し
た

ガ
ラ
ス
固
化
体
の
処
分
場
建
設
に
向
け
た

取
組
が
進
め
ら
れ
て
い
る
フ
ラ
ン
ス
の

ビ
ュ
ー
ル
地
下
研
究
所
を
訪
問
し
、
調
査

研
究
や
技
術
開
発
の
様
子
を
視
察
し
て
き

ま
し
た
。
パ
リ
か
ら
、
車
で
４
時
間
半
の

距
離
に
あ
る
た
め
、
昨
年
は
時
間
が
足
り

ず
、
訪
問
出
来
ま
せ
ん
で
し
た
。

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃

棄
物
の
処
分
を
進
め
る
た
め
、
放
射
性

廃
棄
物
を
作
り
だ
し
て
い
る
企
業
等
が

負
担
す
る
税
金
を
財
源
と
し
て
、
ム
ー

ズ
県
ビ
ュ
ー
ル
で
地
下
研
究
所
を
建
設

し
、
様
々
な
調
査
・
研
究
を
行
っ
て
い
ま

す
。
地
下
研
究
所
で
は
地
下
約
５
０
０

ｍ
の
粘
土
層
に
、
こ
れ
ま
で
に
全
長
１
・

４
キ
ロ
に
及
ぶ
地
下
坑
道
を
掘
削
し
て
、

６
０
０
０
～
７
０
０
０
個
の
セ
ン
サ
を
設

置
し
て
行
っ
て
い
る
様
々
な
調
査
研
究
や

技
術
開
発
の
様
子
を
視
察
し
ま
し
た
。

ビュール地下研究所

地下試験坑道内

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ地下 500m のﾄﾞｱ

縦坑 ( エレベーター )

読売 新 聞　２０１４年 3 月 28 日

2014.1.20 ～ 1.22

坑道の壁面には吹付ｺﾝｸﾘｰﾄを施工

坑道では酸素ボンベを着用

高 レ ベ ル 放 射 性 廃 棄 物　　処 分 問 題 解 決 に 向 け て

フ
ラ
ン
ス 

ビ
ュ
ー
ル
地
下
研
究
所　

視
察

ド
イ
ツ
・
ス
イ
ス
・
ア
メ
リ
カ　
放
射
性
廃
棄
物
関
連
施
設　
視
察



高 レ ベ ル 放 射 性 廃 棄 物　　処 分 問 題 解 決 に 向 け て

ｺﾞｱﾚｰﾍﾞﾝｻｲﾄにて、概要説明の後、ｵﾚﾝｼﾞ色のつなぎに着替えて安全靴、ﾍﾙﾒｯﾄの完全装備で地下の坑道へ。大型のｴﾚﾍﾞｰ
ﾀｰで 440 ﾒｰﾄﾙを 1 分半で一気に。岩塩ﾄﾞｰﾑの中の施設は、ｽｳｪｰﾃﾞﾝのｴｽﾎﾟ、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞのｵﾝｶﾛ、ﾌﾗﾝｽのﾋﾞｭｰﾙのどの地下施
設よりも立派なものでした。880 ﾒｰﾄﾙ地点の坑道も 4.7 ｷﾛにわたって車で案内していただきました。

地下坑道ﾐｼｬｴﾙ・ﾐｭﾗｰ高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物処理委員会委員長と意見交換  ( ﾍﾞﾙﾘﾝ・ﾄﾞｲﾂ連邦議会にて）

ド
イ
ツ　

ゴ
ア
レ
ー
ベ
ン
サ
イ
ト

ス
イ
ス　

チ
ュ
ー
リ
ッ
ヒ

ﾐｭﾗｰ委員長の発言　ジャンボ機をどんどん飛ばして、着陸場所を作っておかなかった。
今だに整っていない。委員会の仕事はサイトを見つける事ではない。サイト選定の基準
を見つける事。委員会が上手く機能するにはメンバー全員がオープンに参加する事。
何十年も対立するメンバーが委員会に入っている。私は、新しい政治的なスタイルを見
つけなければならないと考えている。専門家集団として結果を出す。
新しい政治のスタイルで結果を出す。

Ｎａｇｒａ（放射性廃棄物管理共同組合）とのミーティング

モン・テリ岩盤研究所

ア
メ
リ
カ  

シ
ア
ト
ル

ﾊﾝﾌｫｰﾄﾞ・ｻｲﾄは、ﾜｼﾝﾄﾝ州ﾘｯﾁﾗﾄﾞにあるｴﾈﾙｷﾞｰ省の施設で、1943 年から軍事活動
の一環として、原子炉、ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ関連施設が設置され、ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの生産などが行われ
ていた。現在、老朽化した原子炉や関連施設については、順次廃止され、現在は核
兵器開発により汚染されたサイトの除染が主たるミッションとなっている。

視察した坑道は、3 日後、核廃棄物と同
じ熱を出す熱線を埋め込んだ上、閉鎖し、
15 年間調査する、との事。私達が最後
の見学者になりました。

ﾄｰﾏｽ・ｱﾝｽﾄ理事長 ( 左から２人目）

モ
ン
・
テ
リ
地
層
処
分
地
と
し
て
は
適
当

で
は
な
い
。
地
殻
変
動
が
激
し
く
、
深
さ

が
十
分
で
は
な
い
。
浅
す
ぎ
る
。
議
員
の

知
識
レ
ベ
ル
が
均
一
で
は
な
い
。
決
め
る

政
治
家
が
必
要
な
知
識
を
持
つ
こ
と
が
大

事
。
色
々
な
廃
棄
物
処
理
場
の
知
識
を
持

つ
こ
と
が
必
要
。
感
情
に
よ
る
決
定
は
百

年
続
く
事
を
考
え
る
と
良
く
な
い
。

Ｅ
Ｕ
内
の
協
力
を
問
わ
れ
て
？

近
所
の
人
の
為
に
、
自
分
の
家
に
ト
イ
レ

を
作
る
必
要
無
い
。

2014.8.25 ～ 9.4

トーマス・アンスト理事長の発言

ド
イ
ツ
・
ス
イ
ス
・
ア
メ
リ
カ　
放
射
性
廃
棄
物
関
連
施
設　
視
察

ﾐｭﾗｰ委員長（中央）

ド
ッ
ク
・
ヘ
イ
ス
テ
ィ
ン
グ
ズ
下
院
議
員

（
地
元
選
出
・
10
期
）
と
会
談

1987 年ﾕｯｶﾏｳﾝﾃﾝの地に高
ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物最終処分
場建設が決定され、準備が
進んでいたのにｵﾊﾞﾏ政権で
政治的理由によりｽﾄｯﾌﾟが
かかった経緯について意見
交換をしました。

ハンフォードサイト



衆議院経済産業委員会視察　　　　　   　　　　　　　　        2014.6.9

東京電力福島第一原子力発電所における汚染水対策の状況等調査
　衆議院経済産業委員会は、平成 23 年と 25 年の 2 回にわたり、福島第一原子力発電所の視察をしてきました。

その状況を踏まえ第１８６回通常国会にて、廃炉及び汚染水対策における国の関与を強化するための原子力損害

賠償支援機構法改正案について充実した審議を尽くし、5 月に成立させることが出来ました。

　３度目の訪問となる今回は、前回訪問以降の廃炉及び汚染水対策の進捗状況につき、最近運用が開始された

地下水バイパスや凍土遮水壁の実証実験の概要等を中心に視察を行いました。

Ｊｳﾞｨﾚｯｼﾞにて概要説明を受ける 第一原発入退域管理棟にて線量計、防護装備着用　

ＡＬＰＳ内景

実証実験施設の視察

使用済燃料プール

作業員の皆様に激励のご挨拶

多核種除去設備（ＡＬＰＳ）の概要説明
ＡＬＰＳ ( 高濃度汚染水から複数種類の放射性物質 ( 核種 ) を同時に除去する装

置 ) では、汚染水中に含まれる放射性物質のうち、水に溶け込み除去ができな

いﾄﾘﾁｳﾑを除く 62 種類を除去している。現在稼働している ALPS は 1 日に 750

ﾄﾝの汚染水の処理能力を有しており、今後建設予定のものを併せると最終的に

は 1 日に 2000 ﾄﾝの処理量を実現し、膨大な貯留汚染水の処理を図っていく方

針となっている。

凍土方式による遮水壁設置の実証実験について
凍土壁で原子炉建屋を囲み、建屋への地下水流入を抑制する。昨年 8月から、

地下水の流速が早い場合の対策や地下水位管理手法等について技術実証中。

6月 2日より本格施行に着手。2014 年度中の凍結の開始を目指す。

実証実験施設外観 凍土遮水壁設置（実利用）工事現場

４号機使用済燃料プールからの燃料取り出しについて

４号機の使用済燃料プールには震災時から使用済核燃料が残っているが、これを
プール内で燃料用容器に詰め、上部からクレーンで引き揚げて最終的に共用プー
ルへと移送する作業が行われている。
昨年 11月の作業開始以降、これまで 1533 体の燃料体のうち 1012 体を搬出済
み (全体の約66％ )であり、今年中に全量の搬出を終わらせる予定となっている。

3.11 当時、福島第一原発の所長であった吉田昌郎氏の政府事故調査・検証委

員会に答えた「吉田調書」に関する朝日新聞の誤報が問題となっています。

大変厳しい状況下で、作業をされている方々やその御家族の御苦労を考えると、

恣意的な報道は絶対に許されないと考えます。



オクタビオ・エディルベルト・サラサル・

衆議院経済産業委員会視察 アジア大洋州各国経済産業事情等調査

オーストラリア・バルガ炭鉱視察
バルガ炭鉱は、シドニーの北西約 150km のニューサウスウェールズ州に位置するオーストラリ

ア有数の大規模炭鉱である。露天掘と坑内掘の２つの炭鉱および選炭工場を有し、約 1,000 万

トン年産する。生産量の８、９割を日本に向けて輸出しており、電力会社や鉄鋼会社をはじめ

とする日本の需要家向け中心に発電用及び製鉄用の石炭を安定的に供給している。オペレーショ

ンは、最大権益を有する、XSTRATA（ｴｸｽﾄﾗｰﾀ）社が行い、新日本石油、新日本製鐵、豊田通商、

JFE 商事が権益を有する。

ニュージーランド・ワイラケイ地熱発電所

一度に 360 ﾄﾝの石炭を運べるｷｬﾀﾋﾟﾗｰ社・大型鉱山用ﾄﾗｯｸ（ﾀｲﾔはﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ社製）

ワイラケイ地熱発電所は、ニュージーランド北島の内陸部のタウポ火山帯に位置する 1958 年

に稼動したニュージーランドで最も古い地熱発電所である。現在、コンタクトエナジー社が所

有している。同発電所は、イタリアのラルデレロに次いで史上２番目に建設された地熱発電所

であるとともに、世界初の熱水型地熱発電所でもある。出力約 17 万 kW であり、約 17 万世

帯に電力供給が可能である。

　また、同発電所に隣接して、エビの養殖施設、レストラン、フィッシング施設等が立地して

おり、発電所の排熱水をエビの養殖に必要な温水の熱源として利用し、年間約 30 トンのエビ

を生産し、施設内のレストランでも提供している。

現在、計画中の発電設備は、東芝製との事。

2014.7.29 ～ 8.4

セ
ン
ト
ー
サ
島
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

の
南
に
位
置
す
る
島
で
あ
り
、
シ
ン

ガ
ポ
ー
ル
の
重
要
な
観
光
ス
ポ
ッ
ト

と
な
っ
て
い
る
。

同
島
に
は
、
２
０
１
０
年
に
マ
レ
ー

シ
ア
資
本
の
ゲ
ン
テ
ィ
ン
・
グ
ル
ー

プ
に
よ
っ
て
総
合
リ
ゾ
ー
ト
施
設
で

あ
る
「
リ
ゾ
ー
ト
ワ
ー
ル
ド
セ
ン

ト
ー
サ
」
が
開
発
さ
れ
た
。

タ
ン
・
ヒ
ー
テ
ッ
ク
社
長
と
笠
崎

七
生 

上
席
副
社
長
（
日
本
人
女
性
）

か
ら
、
こ
れ
ま
で
の
世
界
で
の
リ

ゾ
ー
ト
開
発
の
歴
史
や
セ
ン
ト
ー
サ

島
開
発
の
経
緯
に
つ
い
て
お
話
を

伺
っ
た
。

社
長
か
ら
は
日
本
市
場
参
入
へ
の
課

題
等
に
つ
い
て
も
指
摘
が
あ
っ
た
。

バ
イ
オ
ポ
リ
ス
は
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

に
お
け
る
バ
イ
オ
メ
デ
ィ
カ
ル
分
野

の
研
究
・
開
発
拠
点
で
あ
る
。
公
共

部
門
の
研
究
機
関
と
企
業
の
研
究
室

が
同
一
の
敷
地
内
に
あ
り
、
一
つ
屋

根
の
下
で
研
究
機
関
や
企
業
組
織
が

協
力
す
る
風
土
を
培
っ
て
い
け
る
よ

う
計
画
さ
れ
た
。
ま
た
、
ノ
ー
ベ
ル

賞
受
賞
者
を
含
む
世
界
各
国
か
ら
優

秀
な
研
究
者
を
集
め
、
新
薬
の
基
礎

研
究
か
ら
臨
床
、
医
療
技
術
な
ど
の

産
官
学
の
研
究
活
動
の
拠
点
と
な
っ

て
い
る
。
日
本
か
ら
は
理
研
、
早
稲

田
大
学
、
中
外
製

薬
、
オ
リ
ン
パ
ス
、

武
田
製
薬
、
中
外
、

Ｈ
Ｏ
Ｙ
Ａ
メ
デ
ィ

カ
ル
、
メ
ニ
コ
ン

等
が
進
出
し
て
い

る
。

バ
イ
オ
ポ
リ
ス　

訪
問

シンガポール
リ
ゾ
ー
ト
ワ
ー
ル
ド
・
セ
ン
ト
ー
サ
訪
問



改
正
児
童
ポ
ル
ノ
禁
止
法　

成
立

子
ど
も
の
わ
い
せ
つ
な
写
真
や
画
像
な
ど
を
個
人
で
鑑

賞
用
に
保
管
す
る
な
ど
の
「
単
純
所
持
」
を
禁
止
す
る

改
正
児
童
ポ
ル
ノ
禁
止
法
が
６
月
18
日
の
参
議
院
本
会

議
で
与
野
党
の
賛
成
多
数
で
可
決
・
成
立
し
ま
し
た
。

改
正
法
は
、
自
己
の
性
的
好
奇
心
を
満
た
す
目
的
で
児

童
ポ
ル
ノ
の
写
真
な
ど
を
所
持
し
た
場
合
、
１
年
以
下

の
懲
役
か
百
万
円
以
下
の
罰
金
を
科
す
と
し
て
い
ま

す
。
一
方
で
、
既
に
所
持
し
て
い
る
人
に
自
主
的
な
廃

棄
を
促
す
た
め
、
施
行
か
ら
１
年
間
は
罰
則
を
適
用
し

な
い
と
定
め
ま
し
た
。

公 明 新 聞　２０１４年６月１１日



2009 年 11 月 20 日
 衆議院に児童買春・ﾎﾟﾙﾉ禁止法の改
正案を自民党と提出。提出後富田は
記者団に「関係者が早期成立を望ん
でいるのは明らかだ。民主や社民に
も協力してもらいたい。」と述べた。

2013 年 5 月 29 日 
自民・公明・日本維新の会 3 党から児童買春・
ﾎﾟﾙﾉ禁止法改正案を衆議院に提出。

2014 年 5 月 2 日
 山口代表とともに日本ﾕﾆｾﾌ協会から改正案
の今国会成立を求める要望を受ける。

2014 年 5 月 23 日 
自民、公明、民主、維新、結いの 5 党で、児童ﾎﾟﾙ
ﾉの所持について、1 年間の罰則適用の猶予期間を
設けたうえで禁止することで大筋合意。

2014 年 5 月 14 日 
公明党法務部会で日本ﾕﾆｾﾌ協会 ｱｸﾞﾈｽ・ﾁｬﾝ大使、
ECPAT・ｽﾄｯﾌﾟ子ども買春の会の宮本潤子共同代表
らから児童ﾎﾟﾙﾉ禁止法の改正についてﾋｱﾘﾝｸﾞを行
う。法改正実現に向けて早急な対策を求められる。

2012 年 6 月 2 日 
日本ﾕﾆｾﾌ協会主催「第 3 回児童の性的搾取に反対
する世界会議」のフォローアップセミナーに出席。
子どもの権利問題の改善に積極的な活動を行って
いるｽｳｪｰﾃﾞﾝのシルビア王妃も参加。

2009 年 7 月 9 日 自・公・民実務者による改正児童
ポルノ禁止法修正協議　於：渋谷ｴｸｾﾙﾎﾃﾙ東急 6F ﾘｰﾌﾙｰﾑ

都議会議員選挙期間中、各々、選挙の応援後、午後９時より、
自民・塩崎恭久、葉梨康弘、公明・富田、民主・細川律夫、
枝野幸男、小宮山洋子議員が約２時間半にわたり協議。
当初、自民と民主の主張に隔たりがある中、富田がまとめ
役となり、粘り強く議論を重ね単純所持の禁止で大筋合意。
今回の改正案のﾍﾞｰｽとなる。
しかし、７月 21 日の衆議院解散で、廃案。

2009 年 6 月 26 日
 法務委員会参考人質疑で「児童ﾎﾟﾙﾉは
犯罪や虐待の現場を永久に残すだけで
なく、被害者の心をずたずたにする残
酷な凶器です。この凶器を持ち続ける
ことを許してはいけない。単純所持を
違法にしてほしい」と訴える日本ﾕﾆｾﾌ
協会　ｱｸﾞﾈｽ・ﾁｬﾝ大使

2008 年 4 月 
自民・公明両党で与党児童ﾎﾟﾙﾉ禁止法
見直しに関するＰＴを設置。単純所持
を処罰する改正法案を作成。

2009 年 1 月 13 日
 日本ﾕﾆｾﾌ協会から児童買春・ﾎﾟﾙﾉ禁止
 法改正案の早期成立の要望を受ける。

公 明 新 聞 2014 年 8 月 20 日

６月１８日　参議院本会議で可決・成立

改正児童ポルノ禁止法　成立までの経緯

ア
グ
ネ
ス
・
チ
ャ
ン
大
使
か
ら
い
た
だ
い
た
お
手
紙



読売新聞　2014.3.12

教
育
委
員
会
制
度
改
革

4.20 NHK「日曜討論 」　与野党論戦　教委改革 責任を明確化
教
育
委
員
会
改
革
の
た
め
の

地
方
教
育
行
政
法
改
正
案
に

つ
い
て
教
育
委
員
会
を
政
治

的
に
中
立
な
執
行
機
関
と
位

置
付
け
、
教
育
委
員
会
と
首

長
で
構
成
さ
れ
る
「
総
合
教

育
会
議
」
を
設
置
す
る
こ
と

に
触
れ
、「
き
ち
ん
と
話
し

合
う
場
を
設
け
た
。（
双
方

の
）
職
務
権
限
は
そ
の
ま
ま

維
持
し
た
の
で
、（
首
長
に

よ
る
政
治
介
入
の
よ
う
な
）

事
態
に
は
な
ら
な
い
」
と
強

調
。
一
方
、
教
育
委
員
長
と

教
育
長
を
統
合
し
た
新
た
な

「
教
育
長
」
を
首
長
が
議
会

同
意
を
得
て
任
命
す
る
こ
と

に
関
し
て
は
、「（
教
育
に
お

け
る
）
首
長
の
責
任
が
明
確

化
し
た
」
と
力
説
し
た
。

2013.12.9  京都市長と意見交換2014.2.20 第１回会合

安
倍
内
閣
の
重
要
課
題
で
あ
る

「
教
育
再
生
」。
そ
の
一
つ
「
教

育
委
員
会
制
度
改
革
」
を
め
ぐ

り
、
自
民
・
公
明
の
与
党
両
党

の
教
育
委
員
会
改
革
に
関
す
る

ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム
（
座
長
・

渡
海
紀
三
朗
自
民
党
衆
議
院
議

員　

副
座
長
・
富
田
茂
之
）
が

２
月
20
日
か
ら
11
回
に
渡
り
協

議
を
続
け
、
３
月
11
日
、
教
育

の
政
治
的
中
立
性
を
確
保
し
つ

つ
、
地
方
教
育
行
政
の
責
任
を

明
確
化
す
る
内
容
で
改
革
案
を

ま
と
め
ま
し
た
。

 

与
党 

教
育
委
員
会
改
革
に
関
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム

  

教
育
委
員
会
制
度
改
革
案
を
取
り
ま
と
め

公
明
党
の
教
育
改
革
推
進
本
部 

(

富
田
茂
之
本
部
長)

と
文
部
科

学
部
会
は
、
京
都
市
役
所
内
で
合

同
会
議
を
開
き
、
教
育
委
員
会
制

度
改
革
に
つ
い
て
、
門
川
大
作
京

都
市
長
、
生
田
義
久
同
教
育
長
と

意
見
交
換
し
た
。
席
上
、
門
川
市

長
は
同
制
度
改
革
に
つ
い
て
、「
政

治
的
中
立
性
、
継
続
性
、
安
定
性

を
保
つ
こ
と
が
重
要
」
と
主
張
。

そ
の
上
で
危
機
管
理
体
制
を
構
築

し
つ
つ
、
同
委
員
会
を
執
行
機
関

と
し
て
堅
持
し
、
首
長
、
議
会
と

の
連
携
の
下
で
教
育
政
策
を
展
開

す
る
制
度
設
計
が
望
ま
れ
る
、
と

の
見
解
を
示
し
た
。

朝日新聞 2014.3.27

公 明 新 聞　2014.3.27

   

新
聞
各
紙
の
評
価



○執行機関は現行通り教育委員会とし、政治的中立性を担保
○自治体の首長と教育委員会の職務権限は変更しない

○教育委員長と教育長を統合し、新「教育長」( 任期 3 年 ) を設置。首長が議会の同意を得て任免

○教育委員会と首長の協議の場として「総合教育会議」を新設。

2.11　BS ﾌｼﾞ ﾌﾟﾗｲﾑﾆｭｰｽ　 教育委員会改革の行方  大津いじめ自殺の教訓
「
教
育
改
革
の
現
状
と

今
後
の
行
方
」
を
テ
ー

マ
に
・
教
育
委
員
会
の

現
行
制
度
の
問
題
点
に

つ
い
て
、
大
津
い
じ
め

自
殺
か
ら
見
え
た
教
育

委
員
会
の
問
題
点
、
教

育
委
員
会
の
役
割
と
権

限
な
ど
に
つ
い
て
議
論

が
行
わ
れ
た
。
番
組
の

最
後
で
富
田
は
、
教
育

委
員
会
に
は
「
教
育
の

た
め
の
社
会
の
中
核
た

れ
」
と
い
う
気
概
を

持
っ
て
こ
れ
か
ら
活
動

し
て
い
っ
て
い
た
だ
き

た
い
し
、
そ
れ
に
役
立

つ
よ
う
な
制
度
体
制
を

自
公
中
心
に
各
党
に
も

呼
び
か
け
て
や
っ
て
い

き
た
い
。
こ
れ
ま
で
19

世
紀
か
ら
20
世
紀
は
、

教
育
と
い
う
の
は
社
会

の
た
め
の
教
育
だ
っ

た
。
子
供
の
視
点
か
ら

の
子
供
の
た
め
の
教
育

は
な
か
っ
た
。
そ
う
い

う
意
味
で
も
今
回
、
教

育
委
員
会
制
度
改
革
を

と
り
あ
げ
ま
す
か
ら
、

子
供
の
た
め
に
何
が
役

に
立
つ
の
か
、
子
供
の

た
め
に
ど
う
す
れ
ば
い

い
か
と
い
う
視
点
で
私

達
は
議
論
し
て
い
き
た

い
。
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域

の
教
育
委
員
会
の
皆
さ

ん
に
も
自
分
達
が
そ
の

中
心
に
な
る
ん
だ
と
い

う
気
概
で
活
動
し
て
い

た
だ
き
た
い
。
と
提
言

し
た
。

教
育
委
員
会
制
度
の
改
革
を
盛
り
込
ん
だ
地
方
教
育
行
政
法
改
正
案
は
６
月
13
日
に
参
議

院
本
会
議
で
可
決
・
成
立
し
ま
し
た
。
２
０
１
５
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
す
。

公 明 新 聞　2014 年 3 月 15 日

　教育委員会制度 与党改革案のポイント



教育再生実行会議　

政
府
の
教
育
再
生
実
行
会
議
は
、
学
制

改
革
に
つ
い
て
の
第
五
次
提
言
を
ま
と

め
、
安
倍
晋
三
首
相
に
渡
し
た
。
義
務

教
育
の
区
切
り
を
柔
軟
化
す
る
「
小
中

一
貫
教
育
学
校（
仮
称
）」の
制
度
化
や
、 

私
立
保
育
園
や
幼
稚
園
も
含
め
た
、
３

～
５
歳
児
の
幼
児
教
育
無
償
化
を
段
階

的
に
進
め
る
こ
と
な
ど
を
提
言
。ま
た
、

義
務
教
育
を
修
了
し
て
い
な
い
人
が
通

う
「
夜
間
中
学
」
の
設
置
促
進
も
盛
り

込
ま
れ
た
。

2014.7.3 官邸

幼 

児 

教 

育 

無 

償 

化
・
小 

中 

一 

貫 

校   

制 

度 

化 

等 

を 

提 

言

第五次提言 今後の学制等の在り方について

　　習志野市  やひろ学園　モンテッソーリ子供の家 　創立四十周年記念祝賀会　　　2014.9.6

モンテッソーリ教育
目的＝自立した子どもを育てる。
モンテッソーリ教育の基本は、「子どもは、自らを成長・発達させる力をもって生ま
れてくる。 大人 ( 親や教師 ) は、その要求を汲み取り、自由を保障し、子どもたちの
自発的な活動を援助する存在に徹しなければならない」という考え方にある。

「
や
ひ
ろ
学
園
モ
ン
テ
ッ
ソ
ー
リ
子
供
の
家
」

創
立
四
十
周
年
記
念
祝
賀
会
に
出
席
。
挨
拶
の

中
で
富
田
は
、「
自
立
し
た
子
ど
も
を
育
て
る
」

と
い
う
モ
ン
テ
ッ
ソ
ー
リ
教
育
の
目
的
を
紹
介

し
、
希
望
す
る
全
て
の
子
供
に
幼
児
教
育
の
機

会
を
保
証
す
る
体
制
を
整

え
る
幼
児
教
育
無
償
化
の

実
現
に
向
け
て
、
今
後
、

財
源
の
確
保
等
、
最
大
限

の
努
力
を
し
て
い
く
事
を

誓
い
ま
し
た
。

　全ての子供に質の高い幼児教育を保障するため、無償教育、義務教育の期間を見直す。 

○３～５歳児の幼児教育について、財源を確保しつつ、無償化を段階的に推進し、希望する全ての子供に
　幼児教育の機会を保障する体制を整える。
○ 幼児教育の機会均等と質の向上、段階的無償化を進めた上で、国は、次の段階の課題として、全ての子供
　に質の高い幼児教育を無償で保障する観点から、幼稚園、保育所及び認定こども園における５歳児の就学
　前教育について、設置主体等の多様性も踏まえ、より柔軟な新たな枠組みによる義務教育化を検討する。
　小中一貫教育を制度化するなど学校段階間の連携、一貫教育を推進する。 
○国は、小学校段階から中学校段階までの教育を一貫して行うことができる小中一貫教育学校（仮称）を制
　度化し、９年間の中で教育課程の区分を４－３－２や５－４のように弾力的に設定するなど柔軟かつ効果
　的な教育を行うことができるようにする。小中一貫教育学校（仮称）の設置を促進するため、国、地方公
　共団体は、教職員配置、施設整備についての条件整備や、私立学校に対する支援を行う。

　

第
五
次
提
言
（
抜
粋
）

第五次提言「今後の学制等の在り方について」（平成 26 年７月３日）を受けた 取組状況



地
元
と
の
連
携

日
本
政
策
金
融
公
庫
、
銚
子
商
工
信
用
組

合
、
銚
子
商
工
会
議
所
、
Ｔ
Ｋ
Ｃ
千
葉
会
が

連
携
し
、
３
月
14
日
「
地
域
経
済
活
性
化
セ

ミ
ナ
ー
」
を
、銚
子
市
内
の
ホ
テ
ル
で
開
催
。

日
本
貿
易
振
興
機
構
（
Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
）
石
毛

博
行
理
事
長(

銚
子
市
出
身)

を
講
師
と
し

て
お
招
き
し
、
海
外
展
開
を
通
じ
た
地
域
経

済
活
性
化
に
つ
い
て
講
演
を
し
て
い
た
だ
き

ま
し
た
。
講
演
終
了
後
の
交
流
会
で
は
、
富

田
も
ご
挨
拶
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
参
加
さ

れ
た
方
々
と
地
域
経
済
に
つ
い
て
意
見
交
換

を
行
い
ま
し
た
。

ト
キ
や
コ
ウ
ノ
ト
リ
の
野
生
復
帰
を

通
じ
て
自
然
と
共
生
す
る
魅
力
的
な

地
域
づ
く
り
を
目
指
し
、
平
成
22
年

に
発
足
し
た
「
コ
ウ
ノ
ト
リ
・
ト

キ
の
舞
う
関
東
自
治
体
フ
ォ
ー
ラ

ム
」（
関
東
地
方
29
の
市
町
村
で
構

成
・
代
表
理
事　

根
本
崇 

野
田
市

長
）
が
、
太
田
国
土
交
通
大
臣
に
要

望
を
行
い
、
富
田
も
石
井
準
一
自
民

党
参
議
院
議
員
と
参
加
。
根
本
市
長

ら
は
、
ト
キ
や
コ
ウ
ノ
ト
リ
の
野
生

復
帰
に
向
け
た
生
息
環
境
を
整
備
す

る
上
で
、
自
治
体
単
独
の
取
り
組
み

だ
け
で
は
限
界
が
あ
り
、
広
域
的
な

エ
コ
ロ
ジ
カ
ル(

生
態
の
）
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
形
成
の
た
め
に
、「
関
係
省

庁
と
地
方
自
治
体
が
連
携
し
た
調
査

制
度
の
復
活
を
」
と
要
望
。
太
田
大

臣
も
「
素
晴
ら
し
い
事
業
、
し
っ
か

り
取
り
組
み
た
い
」と
答
え
ま
し
た
。

習
志
野
市
・
宮
本
泰
介
市
長

と
総
務
大
臣
室
を
訪
れ
、
新

藤
義
孝
総
務
大
臣
に
東
日
本

大
震
災
に
よ
り
被
災
し
た
市

庁
舎
の
建
替
え
に
対
す
る
震

災
復
興
特
別
交
付
税
の
交
付

に
よ
る
財
政
措
置
の
要
望
を

行
い
ま
し
た
。

習志野市　総務大臣へ市庁舎の建替に対する震災復興特別交付税措置の要望
７月２４日

野田市　「ｺｳﾉﾄﾘ・ﾄｷの舞う関東自治体ﾌｫｰﾗﾑ」　国土交通大臣へ要望

８月２０日

銚子市　地域経済活性化セミナーを開催
３月１４日

◆平成 26 年度当初予算に、新庁舎建設事業費として、　期間 5 年、

　限度額 109 億 9 千 8 百万円の債務負担行為及び関連事業費を計上

◆新庁舎完成までの今後の作業スケジュール（予定）

　平成 26 年度→新庁舎建設工事（実施設計付）の入札公告と落札者決定

　平成 27・28 年度→実施設計・工事着工 (28 年 1 月着工予定、工期：約 18 か月 )

　平成 29 年度→新庁舎完成（平成 29 年 6 月頃予定）

事業費と財源内訳（予定）新庁舎建設事業費１０９億９千８百万円

財源内訳（予定）地方債：８１億５千８百万円　一般財源：２８億４千万円 　  震災復興特別交付税
  約２３億円を大臣了承

現在の習志野市庁舎 外観

新庁舎建設に向けた平成 26 年度以降の作業スケジュール

JETRO 石毛博行理事長

太田大臣（中央）に要望書を渡す根本崇・野田市長

新藤総務大臣に要望書を渡す宮本泰介・習志野市長と西村徹・副市長

　※一般財源の内訳として、震災復興特別交付税、約 23 億円を見込む

 銚子市はセミナーの結果を「創業支援事業計画」に取りまとめ、９月１日付けで経済産業省関東経済局に申請



各国議員団との意見交換

2014.3.4　モンゴル国・国会 経済関係議員団一行
2014.4.8　ﾍﾟﾙｰ共和国国会生産・小規模零細企業
　　　　　協同組合委員会一行

ﾊﾞﾄﾌｰ・ｶﾞﾗﾑｶﾞｲﾊﾞｰﾀﾙ経済常任委員長 ｵｸﾀﾋﾞｵ・ｴﾃﾞｨﾙﾍﾞﾙﾄ・ｻﾗｻﾙ・ﾐﾗﾝﾀﾞ委員長

衆議院議員　 富 田　茂 之
国会事務所　〒 100-8982　東京都千代田区永田町 2-1-2 衆議院第二議員会館 309 号室
　　　　　　　　電話 03-3508-7052　FAX 03-3508-3852
千葉事務所　〒 260-0013　千葉県千葉市中央区中央 4-13-13 なのはなﾋﾞﾙ 4 階
　　　　　　　　電話 043-202-8070　FAX 043-202-8072
Ｕ　Ｒ　Ｌ　http://www.shigeyuki-tomita.com/ 発行：公明党衆議院比例区南関東第 1 総支部

統一外選挙応援

4.13 南房総市議選 阿部美津江候補 5.18 野田市議選 中村あや子候補5.10 鴨川市議選 福原三枝子候補 

2020 東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会顧問に就任

公
明
党
２
０
２
０
年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
推
進
本
部
は
、
初
会
合

を
開
き
、
同
競
技
大
会
組
織
委
員
会
の
武

藤
敏
郎
事
務
総
長
や
政
府
の
担
当
者
と
意

見
交
換
し
た
。
党
側
か
ら
、
五
輪
の
開
催

前
後
に
外
国
人
の
選
手
・
観
光
客
の
地
方

交
流
促
進
や
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ト
レ
ー
ニ
ン

グ
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化
、
東
日
本
大
震

災
の
被
災
地
と
の
連
携
な
ど
に
つ
い
て
意

見
が
出
さ
れ
た
。

公明党 2020 東京オリンピック・パラリンピック推進本部本部長代行兼事務局長
として、2020 年に向け万全の準備に努めてまいります。

2014.7.2 東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

推
進
本
部　

初
会
合

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ組織委員会からの委嘱状


